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1. マニフェストの交付・登録を要しない廃棄
物を電子マニフェストで管理する方法

　マニフェスト制度では、一般廃棄物や広域認定制度に係る産業廃棄物等については、マニフェストの交付・登録は
不要とされていますが、マニフェスト交付・登録が不要な廃棄物の情報であっても、電子マニフェストシステム上で
一元管理することができます。
　通常、電子マニフェストに登録されたマニフェスト情報は、電子マニフェスト登録等状況報告（行政報告）の対象
とされますが、下記の方法により登録された廃棄物情報については、毎年６月に情報処理センターから都道府県・政
令市に報告する「電子マニフェスト登録等状況報告」から除外する機能を提供しています。
　これを行政報告が不要な一般廃棄物、広域認定制度に係る廃棄物等に適用することで、電子マニフェストシステム
で産業廃棄物と一元管理できるようになっています。

電子マニフェスト（JWNET）を運営・管理する情報処理センターからのお知らせ
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2. 電子マニフェスト導入実務研修会・操作体
験セミナーの開催について

　電子マニフェストをはじめるにあたって知っておきたい基本的事項や導入手順を説明する導入実務研修会や、実際
にパソコンを使って操作体験できる操作体験セミナーを下記日程で開催します。

導入実務研修会：基本的事項や導入手順をご説明します。

都道府県 開催日 時間 会場

京都府 平成28年1月19日（火） 14:00 ～ 16:00
京都JA会館　501室
京都市南区東九条西山王町1番地

岡山県 平成28年1月20日（水） 14:00 ～ 16:00
岡山商工会議所　１階大会議室
岡山市北区厚生町3-1-15

秋田県 平成28年1月27日（水） 14:00 ～ 16:00
秋田市文化会館　大会議室
秋田市山王7-3-1

岐阜県 平成28年2月2日（火） 14:00 ～ 16:00
ふれあい福寿会館　大会議室
岐阜市薮田南5-14-53

福岡県 平成28年2月4日（木） 10:00 ～ 12:00
福岡県中小企業振興センター
福岡市博多区吉塚本町9-15

千葉県 平成28年2月18日（木） 14:00 ～ 16:00
千葉県自治会館
千葉市中央区中央4-17-8

操作体験セミナー： 実際にパソコンを操作しながら電子マニフェストの登録、運搬終了報告、処分終了報告など体験し、
基本的な使い方を学びます。

都道府県 開催日 時間 会場

愛知県 平成28年1月26日（火） 10:00 ～ 12:00
愛知県産業廃棄物協会
名古屋市中区金山2-10-9 第8フクマルビル
3F会議室

大阪府 平成28年1月27日（水） 10:00 ～ 12:00
14:00 ～ 16:00

大阪産業創造館　5F
大阪市中央区本町1-4-5

秋田県 平成28年1月28日（木） 10:00 ～ 12:00
14:00 ～ 16:00

秋田テルサ
秋田市御所野地蔵田3-1-1

福岡県 平成28年2月3日（水） 10:00 ～ 12:00 福岡システムLSIカレッジ
福岡市早良区百道浜3-8-33

東京都 平成28年2月4日（木） 10:00 ～ 12:00
14:00 ～ 16:00

日本産業廃棄物処理振興センター
千代田区二番町3番地　麹町スクエア7F

愛知県 平成28年2月9日（火） 10:00 ～ 12:00
14:00 ～ 16:00

名古屋ソフトウェアセンター　研修室Ⅰ
名古屋市中区金山5-11-6

兵庫県 平成28年3月3日（木） 10:00 ～ 12:00
14:00 ～ 16:00

ナガセキャリアセンター　三宮校 
神戸市中央区御幸通8-1-6

　ホームページからお申込みできます。いずれも参加費無料となっておりますので、これから電子マニフェストを導
入しようとお考えの方、新たに電子マニフェストのご担当になられた方は是非ご参加ください。

　【一般廃棄物や広域認定制度に係る廃棄物等の登録方法】
　　①　連絡番号 3に「999」を入力　（番号の先頭が 999 であれば可 ： 例　9991234）

　　②　「電子マニフェスト登録等状況報告から除外する」に□する
　　※ 　この方法で登録したマニフェスト情報は後の検索による絞込みができないため、平成

28年 4月に廃止され、①の機能に統一されます（今後②の機能を利用しないでください）。

参考

広域認定制度申請の手引き（Ｐ16一部抜粋）
（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条の９及び第 15条の４の３に基づく廃棄物の広域的処
理に係る特例制度の申請要領）　最終改訂 平成 26年３月
　環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課（一般廃棄物所管、産業廃棄物課：産
業廃棄物所管）

⑪別紙８－２「廃棄物管理票」（Ｐ44参照）
　別紙８－２では、当該廃棄物を管理するための管理票等を作成してください。様式は自由です
が、例えば産業廃棄物管理票制度に準じた方法の採用や電子マニフェストの活用等により、当該
廃棄物に係る排出から最終処分までの一連の処理の行程を申請者が統括して管理する体制を構築
し、申請者が常に広域的処理に係る廃棄物の状況について把握できるようにしてください。（法
第 12条の３に定める産業廃棄物管理票や法第 12条の５に定める電子マニフェストを代用しても
構いません。
　ただし、産業廃棄物管理票を代用した場合、積み替え保管用の管理票を使用しなければならな
い可能性が高い旨ご注意ください。）
　また、回収拠点を設置し、かつ、管理票を使用する場合は、運搬受託者の確認欄が２箇所必要
となる可能性が高いのでご注意ください。
　なお、この管理体制により１年間の処理量等の報告事項が確実に把握できるようにする必要が
あります。


